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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】一対のロール間での回転速度のずれを低減する
ことができるフィルムの搬送方法を提供する。
【解決手段】互いに対向する第１ロール７１と第２ロー
ル７２を備えるニップロール７の回転によってフィルム
１を搬送するニップロール搬送工程を有し、前記ニップ
ロール搬送工程は、第１駆動源より第１ロールに回転力
が付与されて第１ロールが回転する第１ロール回転工程
と、第２ロールが回転する第２ロール回転工程とを含み
、第２ロール回転工程において、第２駆動源より第２ロ
ールに回転力が付与される、フィルムの搬送方法。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　互いに対向する第１ロールと第２ロールを備えるニップロールの回転によってフィルム
を搬送するニップロール搬送工程を有し、
　前記ニップロール搬送工程は、第１駆動源より第１ロールに回転力が付与されて第１ロ
ールが回転する第１ロール回転工程と、第２ロールが回転する第２ロール回転工程とを含
み、
　第２ロール回転工程において、第２駆動源より第２ロールに回転力が付与される、フィ
ルムの搬送方法。
【請求項２】
　第２ロール回転工程において、第２ロールは、第１ロールの回転に従動して回転すると
ともに第２駆動源よりさらなる回転力が付与される、請求項１に記載のフィルムの搬送方
法。
【請求項３】
　第２ロール回転工程において第２駆動源より第２ロールに付与される回転力は、第１ロ
ール回転工程において第１駆動源より第１ロールに付与される回転力より小さい、請求項
１又は２に記載のフィルムの搬送方法。
【請求項４】
　前記フィルムは、光学フィルム又はその原料フィルムである、請求項１～３のいずれか
１項に記載のフィルムの搬送方法。
【請求項５】
　互いに対向する第１ロールと第２ロールを備え、回転によってフィルムを搬送するニッ
プロールと、
　第１ロールに回転力を付与する第１駆動源と、
　第２ロールに回転力を付与する第２駆動源と、を有するフィルムの搬送装置。
【請求項６】
　前記フィルムは、光学フィルム又はその原料フィルムである、請求項５に記載のフィル
ムの搬送装置。
【請求項７】
　原料フィルムに処理を施して処理フィルムを得る処理工程と、
　請求項１～３のいずれか１項に記載のフィルムの搬送方法により、前記原料フィルム又
は前記処理フィルムを搬送する搬送工程と、を備える、処理フィルムの製造方法。
【請求項８】
　前記処理フィルムは、光学フィルムである、請求項７に記載の処理フィルムの製造方法
。
【請求項９】
　原料フィルムに処理を施して処理フィルムを得る処理部と、
　請求項５に記載のフィルムの搬送装置により、前記原料フィルム又は前記処理フィルム
を搬送する搬送部と、を備える、処理フィルムの製造装置。
【請求項１０】
　前記処理フィルムは、光学フィルムである、請求項９に記載の処理フィルムの製造装置
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、フィルムの搬送方法及び搬送装置、ならびに処理フィルムの製造方法及び製
造装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　フィルムを連続的に供給しつつ、所定の搬送経路に通し、複数のロールに接触させなが
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らフィルムを連続的に搬送する搬送装置は、フィルムの搬送装置として一般的である。上
記搬送装置で使用される各種ロールには、フィルムの片側のみ支持するガイドロールや、
フィルムの両側に配置され、フィルムを両側から支持するニップロールなどがある。この
うち、ニップロールは、フィルムの張力調整、フィルムの搬送、フィルムへの押圧力付加
等の目的で用いられる。
【０００３】
　例えば、特開２０１７－７６１０７号公報（特許文献１）には、ニップロールを含む光
学フィルムの搬送装置が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１７－７６１０７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　従来、フィルムの搬送装置において、一対のロール間にフィルムを通過させると、フィ
ルムの表面が削れる不具合が生じることがあった。搬送するフィルムの種類、厚さ、水分
量、搬送速度等によって、フィルムの表面が削れる不具合が生じる程度は異なるものの、
このような不具合は製品の収率を低下させるとともに、装置内の汚染の原因にもなってい
た。特に、フィルムが光学用途に用いられる光学フィルムである場合には高い品質のフィ
ルムが求められるので、このような不具合への対処が課題であった。
【０００６】
　本発明者らは、一対のロール間にフィルムを通過させたときにフィルムの表面が削れる
不具合の原因の一つに、一対のロール間の回転速度がずれることがあることを突き止めた
。本発明は、一対のロール間での回転速度のずれを低減させることができる、フィルムの
搬送方法及び搬送装置、ならびに処理フィルムの製造方法及び製造装置を提供することを
目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、以下に示すフィルムの搬送方法及び搬送装置、ならびに処理フィルムの製造
方法及び製造装置を提供する。
【０００８】
　〔１〕　互いに対向する第１ロールと第２ロールを備えるニップロールの回転によって
フィルムを搬送するニップロール搬送工程を有し、
　前記ニップロール搬送工程は、第１駆動源より第１ロールに回転力が付与されて第１ロ
ールが回転する第１ロール回転工程と、第２ロールが回転する第２ロール回転工程とを含
み、
　第２ロール回転工程において、第２駆動源より第２ロールに回転力が付与される、フィ
ルムの搬送方法。
【０００９】
　〔２〕　第２ロール回転工程において、第２ロールは、第１ロールの回転に従動して回
転するとともに第２駆動源よりさらなる回転力が付与される、〔１〕に記載のフィルムの
搬送方法。
【００１０】
　〔３〕　第２ロール回転工程において第２駆動源より第２ロールに付与される回転力は
、第１ロール回転工程において第１駆動源より第１ロールに付与される回転力より小さい
、〔１〕又は〔２〕に記載のフィルムの搬送方法。
【００１１】
　〔４〕　前記フィルムは、光学フィルム又はその原料フィルムである、〔１〕～〔３〕
のいずれか１項に記載のフィルムの搬送方法。
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【００１２】
　〔５〕　互いに対向する第１ロールと第２ロールを備え、回転によってフィルムを搬送
するニップロールと、
　第１ロールに回転力を付与する第１駆動源と、
　第２ロールに回転力を付与する第２駆動源と、を有するフィルムの搬送装置。
【００１３】
　〔６〕　前記フィルムは、光学フィルム又はその原料フィルムである、〔５〕に記載の
フィルムの搬送装置。
【００１４】
　〔７〕　原料フィルムに処理を施して処理フィルムを得る処理工程と、
　〔１〕～〔３〕のいずれか１項に記載のフィルムの搬送方法により、前記原料フィルム
又は前記処理フィルムを搬送する搬送工程と、を備える、処理フィルムの製造方法。
【００１５】
　〔８〕　前記処理フィルムは、光学フィルムである、〔７〕に記載の処理フィルムの製
造方法。
【００１６】
　〔９〕　原料フィルムに処理を施して処理フィルムを得る処理部と、〔５〕に記載のフ
ィルムの搬送装置により、前記原料フィルム又は前記処理フィルムを搬送する搬送部と、
を備える、処理フィルムの製造装置。
【００１７】
　〔１０〕　前記処理フィルムは、光学フィルムである、〔９〕に記載の処理フィルムの
製造装置。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明のフィルムの搬送方法によれば、一対のロール間での回転速度のずれを低減させ
ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本発明に係る光学フィルムの搬送装置の一例を示す模式的に示す断面図である。
【図２】図１に示す搬送装置におけるニップロール部分の斜視図である。
【図３】図２のＸ－Ｘ断面図である。
【図４】本発明に係る偏光フィルムの製造装置の一例を模式的に示す断面図である。
【図５】実施例１における、第１ロールと第２ロールの回転速度の測定結果をプロットし
た図である。
【図６】実施例２における、第１ロールと第２ロールの回転速度の測定結果をプロットし
た図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　［フィルムの搬送方法］
　本発明のフィルムの搬送方法は、互いに対向する第１ロールと第２ロールを備えるニッ
プロールの回転によってフィルムを搬送するニップロール搬送工程を有する。ニップロー
ルは、搬送されるフィルムの両面に配置される第１ロールと第２ロールからなる。ニップ
ロールは、回転によりフィルムを搬送する役割を担い、かかる役割の他に、フィルムの張
力調整、フィルムへの押圧力付加、フィルムの搬送速度の制御、フィルムの搬送方向の制
御等の役割を担い得る。
【００２１】
　ニップロール搬送工程は、第１駆動源より第１ロールに回転力が付与されて第１ロール
が回転する第１ロール回転工程と、第２ロールが回転する第２ロール回転工程とを含む。
第２ロール回転工程においては、第２駆動源より第２ロールに回転力が付与される。
【００２２】



(5) JP 2019-59574 A 2019.4.18

10

20

30

40

50

　本明細書において、第１駆動源と第２駆動源とは、モータ等の電力駆動源を意味し、電
気エネルギーから回転力を形成する駆動源を意味する。本発明のフィルムの搬送方法は、
第１ロールに回転力を付与する第１駆動源と、第２ロールに回転力を付与する第２駆動源
とを個別に備えるフィルム搬送装置によって、フィルムの搬送を行う。
【００２３】
　本発明のフィルムの搬送方法においては、第１駆動源より第１ロールに回転力が付与さ
れる。そして、これとは別に、第２駆動源より第２ロールに回転力が付与される。このよ
うに、第１ロールと第２ロールとが、個別の駆動源から回転力を付与されることにより、
第１ロールと第２ロールの回転速度を個別に制御することができ、第１ロール及び第２ロ
ールの間で生じる回転速度のずれを低減させることができる。そして、第１ロールと第２
ロールの間にフィルムを挟圧して搬送する際に、フィルムの表面が削れる不具合の発生を
低減させることができる。
【００２４】
　第２ロール回転工程おいて、第２ロールは、第１ロールの回転に従動して回転するよう
に制御されることが好ましい。すなわち、第２ロールは、第２駆動源のみからではなく、
第１ロールの回転によっても回転力が付与されるように制御されることが好ましい。第２
ロールにおいて、第２駆動源から付与される回転力によって、第１ロールの回転速度との
ずれが調整されるように制御されることが好ましい。このように、第２ロールの回転にお
いて第１ロールの回転を利用することにより、第２ロール回転工程において第２駆動源よ
り第２ロールに付与される回転力を、第１ロール回転工程において第１駆動源より第１ロ
ールに付与される回転力より小さくすることができ、エネルギーの利用効率を向上させる
ことができる。
【００２５】
　ニップロールにおいて、第１ロールの回転速度をＶ１、第２ロールの回転速度をＶ２と
すると、以下の式：
　Ｒ（％）＝［（Ｖ１－Ｖ２）／Ｖ１］×１００
で算出される回転速度差割合Ｒの値は、小さい程第１ロールと第２ロールの間で生じる回
転速度のずれが小さいので好ましい。Ｒの値は、０．２％以下であることが好ましく、０
．１％以下であることがより好ましく、０．０５％以下であることがさらに好ましい。
【００２６】
　第２ロール回転工程において、第２ロールが第１ロールの回転に従動して回転するよう
に制御し、かつ第２駆動源より第２ロールに回転力を付与して第２ロールの回転速度を第
１ロールの回転速度に近づけるように制御することが好ましい。第１ロール回転工程にお
いて、第１駆動源より第１ロールに付与される回転力をＴ１、第２ロール回転工程におい
て、第２駆動源より第２ロールに付与される回転力をＴ２とすると、例えば、０．０１Ｔ
１～０．６Ｔ１の範囲内のＴ２を、第２ロール回転工程で第２駆動源より第２ロールに付
与することにより、第２ロールの回転速度を、第１ロールの回転速度に近づけることがで
きる。
【００２７】
　第１ロールと第２ロールの回転速度は、測定器によって測定することができる。測定器
としては、例えば、ロールの回転軸の回転変位量を接触式で又は非接触式で検出し、回転
変位量に応じてパルス列を出力するロータリーエンコーダーを用いることができる。
【００２８】
　第１ロールの回転による回転力は、搬送されるフィルムを介して第２ロールに付与する
ことができる。第１ロールの回転による回転力を、より効果的に第２ロールに付与するこ
とができる観点から、第１ロールと第２ロールは、第１ロールと第２ロールの外周面がフ
ィルムを介さずに直接接触する接触領域を有することが好ましい。
【００２９】
　ニップロールにおいて、第１ロール及び第２ロールの位置関係は限定されないが、二つ
のロールが鉛直方向の異なる位置に配置されており、第１駆動源より第１ロールに付与さ
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れる回転力が、第２駆動源より第２ロールに付与される回転力よりも大きい場合、鉛直方
向下側に位置するロールを第１ロールとすることが好ましい場合がある。例えば、ニップ
ロールにおいて、鉛直方向上側に位置するロールをエアシリンダーを用いて、鉛直方向下
側に位置するロールに押し付けている場合、鉛直方向上側に位置するロールにはエアシリ
ンダーが設けられているため、シリンジ圧の変動や設定圧力の変更といった外乱の影響を
受けやすい。鉛直方向上側に位置するロールの駆動源として、このような外乱の影響を受
けやすいサーボモータ等が用いられていると、ロールの回転速度の正確な制御が行いにく
くなり、当該ロールの回転による回転力を他方のロールに付与したときの他方のロールの
回転速度の正確な制御も行いにくくなる傾向にある。そのため、相対的に大きい回転力が
付与される第１ロールを鉛直方向下側に位置するロールとすることにより、ニップロール
の回転速度を正確に制御しやすくなる。また、第１ロールに相対的に大きい回転力を付与
する場合、第１ロールに回転力を付与するための第１駆動源は、第２ロールに回転力を付
与するための第２駆動源よりも大型化する傾向にあるため、ニップロールのメンテナンス
やレイアウトの点からも、駆動源を鉛直方向下側に位置するロールを第１ロールとするこ
とが好ましい。なお、第１駆動源及び第２駆動源は、それぞれロール内に設けてもよいし
、ロールの外部にロールに接触して設けてもよい。
【００３０】
　以下、図１～図３を参照しながら、本発明に係るフィルムの搬送方法及びその搬送方法
に用いられる搬送装置の一例を詳細に説明する。図１は、本発明に係るフィルムの搬送装
置の一例を模式的に示す断面図である。図２は、図１に示す搬送装置Ａにおけるニップロ
ール７部分の斜視図であり、図３は、図２のＸ－Ｘ断面図である。
【００３１】
　図１は、長尺のフィルム１が搬送装置Ａの搬送経路に沿って連続的に搬送されている様
子を示している。図１に示される搬送装置Ａは、フィルムをその回転によって連続的に繰
り出す繰り出し装置５；走行するフィルムを支持するガイドロール６；互いに対向する第
１ロール７１と第２ロール７２を備えるニップロール７を有する。図示されていないが、
搬送経路の下流末端には通常、フィルムを巻き取るための巻き取り装置が備えられており
、搬送経路を通過し終えたフィルムは順次巻き取られ、フィルムロールとされる。図１に
おいて実線矢印は、フィルムの搬送方向又は繰り出し装置の回転方向を示す。
【００３２】
　搬送装置Ａにおけるフィルムの搬送は、例えば次のようにして行うことができる。まず
、長尺のフィルム１を搬送経路に通して連続搬送を開始する。長尺のフィルム１は通常、
ロール状に巻回されたフィルムロールとして用意される。このフィルムロールを繰り出し
装置（繰り出し装置５又はこれとは別の繰り出し装置）にセットし、当該繰り出し装置か
らフィルム１を連続的に繰り出しつつ、図１の実線矢印方向に連続搬送を行う。
【００３３】
　ニップロール７を構成する第１ロール７１は不図示の第１駆動源により回転力が付与さ
れるように構成されており、第２ロール７２は不図示の第２駆動源により回転力が付与さ
れるように構成されている。第１駆動源及び第２駆動源は、制御装置８と電気的に接続さ
れており、制御装置８により第１ロール７１と第２ロール７２に付与される回転力が制御
されるように構成されている。
【００３４】
　図３に示すように、ニップロール７を構成する第１ロール７１と第２ロール７２は、搬
送対象のフィルムに接触する搬送領域７１ｂ，７２ｂと、ロールの外周面の幅方向の両端
側に、搬送対象のフィルムに接触せず、それぞれの外周面が直接接触する接触領域７１ａ
，７２ａを有する。接触領域７１ａ，７２ａを有することにより、第１ロール７１の回転
に由来する回転力を、効率良く第２ロール７２に伝達することができる。
【００３５】
　第１ロール７１及び第２ロール７２の表面材質は限定されることはなく、金属、ゴム等
が例示される。第１ロール７１及び第２ロール７２の表面材質は、互いに同じ材質であっ
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てもよいし、異なる材質であってもよい。
【００３６】
　第１ロール７１又は第２ロール７２の表面材質がゴムである場合に、ゴムとしては、ク
ロロプレンゴム（ＣＲ）、シリコーンゴム（Ｓｉ）、天然ゴム（ＮＲ）、スチレンブタジ
エンゴム（ＳＢＲ）、ニトリルゴム（ＮＢＲ）、エチレンプロピレンゴム（ＥＰＤＭ）、
フッ素ゴム（ＦＰＭ）、ブチルゴム（ＩＩＲ）、ウレタンゴム（Ｕ）、クロロスルホン化
ポリエチレン（ＣＳＭ）等が例示される。ゴムロールの表面硬度は、好ましくは２０～９
５度であり、より好ましくは７～９０度である。
【００３７】
　第１ロール７１又は第２ロール７２が金属ロールである場合には、金属ロールの母材と
しては、種々公知の材質を用いることができるが、好ましくはＳＵＳ３０４であり、表面
にはクロムめっき処理が施されていることがより好ましい。
【００３８】
　第１ロール７１及び第２ロール７２の直径は、互いに同じであってもよいし、異なって
いてもよく、例えば、１０ｍｍ～８００ｍｍであり、３０ｍｍ～５００ｍｍであることが
好ましい。また、第１ロール７１及び第２ロール７２の幅は限定されないが、搬送するフ
ィルムの幅方向の中心が第１ロール７１及び第２ロール７２の幅方向の中心と一致するよ
うにした場合に、フィルムの端部から第１ロール７１及び第２ロール７２の端部までの長
さが、５０ｍｍ～８００ｍｍであることが好ましく、１００ｍｍ～６００ｍｍであること
がより好ましい。第１ロール７１及び第２ロール７２の幅は、例えば４００ｍｍ～２５０
０ｍｍであり、６００ｍｍ～２０００ｍｍであることが好ましい。
【００３９】
　フィルムの搬送装置において、フィルムを連続的に搬送するときのフィルム搬送速度は
、例えば２～１２０ｍ／ｍｉｎの範囲であり、好ましくは１０～５０ｍ／ｍｉｎの範囲で
ある。
【００４０】
　フィルムの搬送装置は、２以上の搬送用のニップロールを含んでいてもよい。２以上の
搬送用のニップロールを含む場合は、少なくとも一つの搬送用のニップロールが、第１駆
動源より第１ロールに回転力が付与され、かつ第２駆動源より第２ロールに回転力が付与
されるニップロールであればよい。残りは、例えば、駆動源より回転力が付与されて回転
する駆動ロールと、駆動ロールの回転に従動する従動ロールとからなるニップロールとす
ることができる。なお、全ての搬送用のニップロールが上記のように第１駆動源より第１
ロールに回転力が付与され、かつ第２駆動源より第２ロールに回転力が付与されるニップ
ロールであってもよい。
【００４１】
　＜搬送対象のフィルム＞
　本発明のフィルムの搬送装置は、高い品質のフィルムが求められる光学フィルム又はそ
の原料フィルムの搬送装置として好適に用いられる。ここでいう原料フィルムは、光学フ
ィルムを製造するために用いられる原料フィルムと、光学フィルムを製造するために用い
られる原料フィルムを加工したあらゆる中間フィルムとを含む。
【００４２】
　光学フィルムとしては、偏光フィルム；保護フィルム；位相差フィルム；基材表面に液
晶性化合物が塗布され、配向されている光学補償フィルム；ある種の偏光光を透過し、そ
れと逆の性質を示す偏光光を反射する反射型偏光フィルム；表面に凹凸形状を有する防眩
機能付きフィルム；表面反射防止機能付きフィルム；表面に反射機能を有する反射フィル
ム；反射機能と透過機能とを併せ持つ半透過反射フィルム；視野角補償フィルムなどが挙
げられる。
【００４３】
　偏光フィルムとしては、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムにヨウ素が吸着配向して
いるものが挙げられる。かかる偏光フィルムの原料フィルムは、ポリビニルアルコール系



(8) JP 2019-59574 A 2019.4.18

10

20

30

40

50

樹脂フィルムである。偏光フィルムの製造工程で搬送される水分率の高いポリビニルアル
コール系樹脂フィルムは、一対のロール間を通過させる際に、一対のロール間に回転速度
のずれが生じていると、一方のロールがスリップしやすくなり、フィルムの表面が削れる
不具合が生じやすい。本発明のフィルムの搬送方法により、ポリビニルアルコール系樹脂
フィルムの搬送を行なうことにより、このような不具合の発生を抑制することができる。
【００４４】
　保護フィルムとしては、透光性を有する（好ましくは光学的に透明な）熱可塑性樹脂、
例えば、鎖状ポリオレフィン系樹脂（ポリプロピレン系樹脂等）、環状ポリオレフィン系
樹脂（ノルボルネン系樹脂等）のようなポリオレフィン系樹脂；トリアセチルセルロース
、ジアセチルセルロースのようなセルロースエステル系樹脂；ポリエステル系樹脂；ポリ
カーボネート系樹脂；（メタ）アクリル系樹脂；ポリスチレン系樹脂；又はこれらの混合
物、共重合物等からなるフィルムが挙げられる。
【００４５】
　環状ポリオレフィン系樹脂からなる位相差フィルムに相当する市販品としては、「アー
トンフィルム」（ＪＳＲ（株）製）、「エスシーナ」（積水化学工業（株）製）、「ゼオ
ノアフィルム」（日本ゼオン（株）製）などが挙げられる。
【００４６】
　光学補償フィルムに相当する市販品としては、「ＷＶフィルム」（富士フィルム（株）
製）、「ＮＨフィルム」（新日本石油（株）製）、「ＮＲフィルム」（新日本石油（株）
製）などが挙げられる。
【００４７】
　反射型偏光フィルムに相当する市販品としては、たとえば、「ＤＢＥＦ」（３Ｍ社製、
住友スリーエム（株）から入手可能）、「ＡＰＦ」（３Ｍ社製、住友スリーエム（株）か
ら入手可能）が挙げられる。
【００４８】
　視野角補償フィルムとしては、基材表面に液晶性化合物が塗布され、配向されている光
学補償フィルム、ポリカーボネート系樹脂からなる位相差フィルム、環状ポリオレフィン
系樹脂からなる位相差フィルムが挙げられる。
【００４９】
　光学フィルムは、上記のいずれかの光学フィルムのみからなる単層光学フィルムであっ
てもよいし、２層、３層又はそれ以上の多層構造からなる積層光学フィルムであってもよ
い。積層光学フィルムは、一対のロール間を通過させる際に、一対のロール間で回転速度
にずれが生じていると、積層されているフィルム間でずれが生じやすい。本発明の搬送装
置を用いた場合には、積層されているフィルム間でのずれの発生をも抑制することができ
る。
【００５０】
　積層光学フィルムとしては、例えば、偏光フィルムに水系接着剤を介して保護フィルム
を貼合したものが挙げられる。積層されているフィルム間でのずれは、特に偏光フィルム
の両面に、それぞれ異なる保護フィルム（例えば、トリアセチルセルロース（ＴＡＣ）フ
ィルムと環状ポリオレフィン系樹脂（ＣＯＰ）フィルム）を水系接着剤を介して貼合した
場合に生じやすい。本発明は、このような不具合の生じやすい光学フィルムに好適に適用
される。
【００５１】
　また、積層光学フィルムとして、接着剤や粘着剤を介して複数のフィルムを貼合したも
のを用いる場合においても、本発明の光学フィルムの搬送方法を好適に用いることができ
る。
【００５２】
　［処理フィルムの製造方法］
　本発明の処理フィルムの製造方法は、原料フィルムに処理を施して処理フィルムを得る
処理工程と、上記したフィルムの搬送方法により、原料フィルム又は処理フィルムを連続
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的に搬送する搬送工程と、を備える。ここでいう原料フィルムは、処理工程で行われる処
理完了前のあらゆるフィルムを含み、また処理フィルムは、処理工程での処理後のフィル
ムを意味する。
【００５３】
　本発明の製造方法の処理工程にて、光学フィルムを得る処理が行われる場合は、処理フ
ィルムは光学フィルムである。本発明の製造方法の処理工程にて、光学フィルムの中間フ
ィルムを得る処理が行われる場合は、処理フィルムは中間フィルムである。光学フィルム
については、上記で説明した通りである。
【００５４】
　本発明の処理フィルムの製造方法は、上記のように第１駆動源より第１ロールに回転力
が付与され、かつ第２駆動源より第２ロールに回転力が付与されるニップロールを用いた
ニップロール搬送工程を有することにより、ニップロールにおける一対のロール間で生じ
る回転速度のずれを低減させることができる。そして、ニップロールにおける回転速度の
ずれに起因して生じるフィルム表面の削れ等の不具合の発生を低減させることができる。
【００５５】
　本発明の処理フィルムの製造装置は、原料フィルムに処理を施して処理フィルムを得る
処理部と、上記したフィルムの搬送装置により、原料フィルム又は処理フィルムを連続的
に搬送する搬送部と、を備える。以下、図４を参照しながら、本発明に係る処理フィルム
の製造装置及びそれを用いた処理フィルムの製造方法の一例を詳細に説明する。
【００５６】
　＜偏光フィルムの製造装置＞
　図４は、本発明に係る処理フィルムの製造装置の一例を模式的に示す断面図である。図
４に示す処理フィルムの製造装置は、具体的には偏光フィルムの製造装置である。すなわ
ち、図４に示す処理フィルムの製造装置において、処理フィルムは偏光フィルムであり、
処理部にて、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムから偏光フィルムを得るための処理が
なされる。
【００５７】
　図４に示される偏光フィルムの製造装置は、ポリビニルアルコール系樹脂からなる原料
フィルム１０（未延伸）を、原反ロール１１より連続的に巻出しながらフィルム搬送経路
に沿って搬送させることにより、フィルム搬送経路上に設けられる膨潤浴（膨潤槽内に収
容された膨潤液）１３、染色浴（染色槽内に収容された染色液）１５、第１架橋浴（架橋
槽内に収容された第１架橋液）１７ａ、第２架橋浴（架橋槽内に収容された第２架橋液）
１７ｂ、及び洗浄浴（洗浄槽内に収容された洗浄液）１９を順次通過させ、最後に乾燥炉
２１を通過させるように構成されている。得られた偏光フィルム２３は、例えば、そのま
ま次の偏光板作製工程（偏光フィルム２３の片面又は両面に保護フィルムを貼合する工程
）に搬送することができる。
【００５８】
　以下の説明において、「処理槽」は、膨潤槽、染色槽、架橋槽及び洗浄槽を含む総称で
あり、「処理液」は、膨潤液、染色液、架橋液及び洗浄液を含む総称であり、「処理浴」
は、膨潤浴、染色浴、架橋浴及び洗浄浴を含む総称である。本発明に係る処理フィルムの
製造装置に当てはめて考えた場合、処理部は、膨潤浴、染色浴、架橋浴、洗浄浴、及び乾
燥炉から構成される。そして、偏光フィルムの製造装置における処理部での処理が完了し
た乾燥炉を通過した後のフィルムである偏光フィルム２３が処理フィルムに相当し、それ
以外の処理途中のフィルムはいずれも原料フィルムに相当する。
【００５９】
　偏光フィルムは、上記の長尺の原料フィルムを原反ロールから巻出しつつ、偏光フィル
ム製造装置のフィルム搬送経路に沿って連続的に搬送させて、処理槽に収容された処理液
に浸漬させた後に引き出す所定の処理液に接触させる処理液接触工程を実施した後に乾燥
工程を実施することにより長尺の偏光フィルムとして連続製造することができる。なお、
処理液接触工程では、フィルムに処理液を接触させて処理を行うことができればフィルム
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を処理浴に浸漬させる方法に限定されることはなく、噴霧、流下、滴下等により処理液を
フィルム表面に付着させてフィルムを処理する方法であってもよい。フィルムを処理浴に
浸漬させる方法によって処理液接触工程がなされる場合、一つの処理液接触工程を行う処
理浴は一つに限定されることはなく、二つ以上の処理浴にフィルムを順次浸漬させて一つ
の処理液接触工程を行ってもよい。
【００６０】
　偏光フィルムの製造装置のフィルム搬送経路は、上記処理浴の他、搬送されるフィルム
を支持する、あるいはさらにフィルム搬送方向を変更することができるガイドロール３０
～４８，６０，６１や、搬送されるフィルムを押圧・挟持し、その回転によってフィルム
に搬送力を与える、あるいはさらにフィルム搬送方向を変更することができるニップロー
ル５０～５５を適宜の位置に配置することによって構築することができる。
【００６１】
　ガイドロールやニップロールは、各処理浴の前後や処理浴中に配置することができ、こ
れにより処理浴へのフィルムの導入・浸漬及び処理浴からの引き出しを行うことができる
〔図４参照〕。例えば、各処理浴中に１以上のガイドロールを設け、これらのガイドロー
ルに沿ってフィルムを搬送させることにより、各処理浴にフィルムを浸漬させることがで
きる。
【００６２】
　ニップロール５０，５１，５２，５３ａ，５３ｂ，５４，５５の少なくとも一つは、上
記のフィルムの搬送装置で説明したような、第１駆動源より第１ロールに回転力が付与さ
れ、かつ第２駆動源より第２ロールに回転力が付与されるニップロールである。フィルム
の水分量が高い程、一対のロール間の回転速度のずれに起因して、フィルムの表面が削れ
る不具合が生じやすい。したがって、膨潤槽１３に浸漬させて、乾燥装置２１に導入され
るまでにフィルムが通過するニップロール５１，５２，５３ａ，５３ｂ，５４は、上記の
フィルムの搬送装置で説明したような、第１駆動源より第１ロールに回転力が付与され、
かつ第２駆動源より第２ロールに回転力が付与されるニップロールであることが、フィル
ムの表面が削れる不具合の発生を低減できる観点から好ましい。また、架橋処理が施され
た後のフィルムの表面は脆くなっているため、フィルムの表面が削れる不具合が生じやす
い。したがって、ニップロール５３ａ，５３ｂ，５４は、上記のフィルムの搬送装置で説
明したような、第１駆動源より第１ロールに回転力が付与され、かつ第２駆動源より第２
ロールに回転力が付与されるニップロールであることが、フィルムの表面が削れる不具合
の発生を低減できる観点から好ましい。
【００６３】
　図４に示される偏光フィルム製造装置は、各処理浴の前後にニップロールが配置されて
おり（ニップロール５０～５４）、これにより、いずれか１以上の処理浴中で、その前後
に配置されるニップロール間に周速差をつけて縦一軸延伸を行うロール間延伸を実施する
ことが可能になっている。以下、各工程について説明する。
【００６４】
　（膨潤工程）
　膨潤工程は、原料フィルム１０表面の異物除去、原料フィルム１０中の可塑剤除去、易
染色性の付与、原料フィルム１０の可塑化等の目的で行われる。処理条件は、当該目的が
達成できる範囲で、かつ原料フィルム１０の極端な溶解や失透等の不具合を生じない範囲
で決定される。
【００６５】
　図４を参照して、膨潤工程は、原料フィルム１０を原反ロール１１より連続的に巻出し
ながら、フィルム搬送経路に沿って搬送させ、原料フィルム１０を膨潤浴１３に所定時間
浸漬し、次いで引き出すことによって実施することができる。図４の例において、原料フ
ィルム１０を巻き出してから膨潤浴１３に浸漬させるまでの間、原料フィルム１０は、ガ
イドロール６０，６１及びニップロール５０によって構築されたフィルム搬送経路に沿っ
て搬送される。膨潤処理においては、ガイドロール３０～３２及びニップロール５１によ
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って構築されたフィルム搬送経路に沿って搬送される。
【００６６】
　膨潤浴１３の膨潤液としては、純水のほか、ホウ酸（特開平１０－１５３７０９号公報
）、塩化物（特開平０６－２８１８１６号公報）、無機酸、無機塩、水溶性有機溶媒、ア
ルコール類等を約０．０１～１０重量％の範囲で添加した水溶液を使用することも可能で
ある。
【００６７】
　膨潤浴１３の温度は、例えば１０～５０℃程度、好ましくは１０～４０℃程度、より好
ましくは１５～３０℃程度である。原料フィルム１０の浸漬時間は、好ましくは１０～３
００秒程度、より好ましくは２０～２００秒程度である。また、原料フィルム１０が予め
気体中で延伸したポリビニルアルコール系樹脂フィルムである場合、膨潤浴１３の温度は
、例えば２０～７０℃程度、好ましくは３０～６０℃程度である。原料フィルム１０の浸
漬時間は、好ましくは３０～３００秒程度、より好ましくは６０～２５０秒程度である。
【００６８】
　膨潤処理では、原料フィルム１０が幅方向に膨潤してフィルムにシワが入るといった問
題が生じやすい。このシワを取りつつフィルムを搬送するための１つの手段として、ガイ
ドロール３０，３１及び／又は３２にエキスパンダーロール、スパイラルロール、クラウ
ンロールのような拡幅機能を有するロールを用いたり、クロスガイダー、ベンドバー、テ
ンタークリップのような他の拡幅装置を用いたりすることが挙げられる。シワの発生を抑
制するためのもう１つの手段は延伸処理を施すことである。例えば、ニップロール５０と
ニップロール５１との周速差を利用して膨潤浴１３中で一軸延伸処理を施すことができる
。
【００６９】
　膨潤処理では、フィルムの搬送方向にもフィルムが膨潤拡大するので、フィルムに積極
的な延伸を行わない場合は、搬送方向のフィルムのたるみを無くすために、例えば、膨潤
浴１３の前後に配置するニップロール５０，５１の速度をコントロールする等の手段を講
ずることが好ましい。また、膨潤浴１３中のフィルム搬送を安定化させる目的で、膨潤浴
１３中での水流を水中シャワーで制御したり、ＥＰＣ装置（Ｅｄｇｅ　Ｐｏｓｉｔｉｏｎ
　Ｃｏｎｔｒｏｌ装置：フィルムの端部を検出し、フィルムの蛇行を防止する装置）等を
併用したりすることも有用である。
【００７０】
　図４に示される例において、膨潤浴１３から引き出されたフィルムは、ガイドロール３
２、ニップロール５１、ガイドロール３３を順に通過して染色浴１５へ導入される。
【００７１】
　（染色工程）
　染色工程は、膨潤処理後のポリビニルアルコール系樹脂フィルムに二色性色素を吸着、
配向させる等の目的で行われる。処理条件は、当該目的が達成できる範囲で、かつフィル
ムの極端な溶解や失透等の不具合が生じない範囲で決定される。図４を参照して、染色工
程は、ニップロール５１、ガイドロール３３～３６及びニップロール５２によって構築さ
れたフィルム搬送経路に沿って搬送させ、膨潤処理後のフィルムを染色浴１５（染色槽に
収容された処理液）に所定時間浸漬し、次いで引き出すことによって実施することができ
る。二色性色素の染色性を高めるために、染色工程に供されるフィルムは、少なくともあ
る程度の一軸延伸処理を施したフィルムであることが好ましく、又は染色処理前の一軸延
伸処理の代わりに、あるいは染色処理前の一軸延伸処理に加えて、染色処理時に一軸延伸
処理を行うことが好ましい。
【００７２】
　二色性色素としてヨウ素を用いる場合、染色浴１５の染色液には、例えば、濃度が重量
比でヨウ素／ヨウ化カリウム／水＝約０．００３～０．３／約０．１～１０／１００であ
る水溶液を用いることができる。ヨウ化カリウムに代えて、ヨウ化亜鉛等の他のヨウ化物
を用いてもよく、ヨウ化カリウムと他のヨウ化物を併用してもよい。また、ヨウ化物以外



(12) JP 2019-59574 A 2019.4.18

10

20

30

40

50

の化合物、例えば、ホウ酸、塩化亜鉛、塩化コバルト等を共存させてもよい。ホウ酸を添
加する場合は、ヨウ素を含む点で後述する架橋処理と区別され、水溶液が水１００重量部
に対し、ヨウ素を約０．００３重量部以上含んでいるものであれば、染色浴１５とみなす
ことができる。フィルムを浸漬するときの染色浴１５の温度は、通常１０～４５℃程度、
好ましくは１０～４０℃であり、より好ましくは２０～３５℃であり、フィルムの浸漬時
間は、通常３０～６００秒程度、好ましくは６０～３００秒である。
【００７３】
　二色性色素として水溶性二色性染料を用いる場合、染色浴１５の染色液には、例えば、
濃度が重量比で二色性染料／水＝約０．００１～０．１／１００である水溶液を用いるこ
とができる。この染色浴１５には、染色助剤等を共存させてもよく、例えば、硫酸ナトリ
ウム等の無機塩や界面活性剤などを含有していてもよい。二色性染料は１種のみを単独で
用いてもよいし、２種類以上の二色性染料を併用してもよい。フィルムを浸漬するときの
染色浴１５の温度は、例えば２０～８０℃程度、好ましくは３０～７０℃であり、フィル
ムの浸漬時間は、通常３０～６００秒程度、好ましくは６０～３００秒程度である。
【００７４】
　上述のように染色工程では、染色浴１５でフィルムの一軸延伸を行うことができる。フ
ィルムの一軸延伸は、染色浴１５の前後に配置したニップロール５１とニップロール５２
との間に周速差をつけるなどの方法によって行うことができる。
【００７５】
　染色処理においても、膨潤処理と同様にフィルムのシワを除きつつポリビニルアルコー
ル系樹脂フィルムを搬送するために、ガイドロール３３，３４，３５及び／又は３６にエ
キスパンダーロール、スパイラルロール、クラウンロールのような拡幅機能を有するロー
ルを用いたり、クロスガイダー、ベンドバー、テンタークリップのような他の拡幅装置を
用いたりすることができる。シワの発生を抑制するためのもう１つの手段は、膨潤処理と
同様、延伸処理を施すことである。
【００７６】
　図４に示される例において、染色浴１５から引き出されたフィルムは、ガイドロール３
６、ニップロール５２、及びガイドロール３７を順に通過して第１架橋浴１７ａへ導入さ
れる。
【００７７】
　（架橋工程）
　架橋工程は、架橋による耐水化や色相調整（フィルムが青味がかるのを防止する等）な
どの目的で行う処理である。図４に示す例においては、架橋工程を行う架橋浴として二つ
の架橋浴が配置され、耐水化を目的として行う第１架橋工程を第１架橋浴１７ａで行い、
色相調整を目的として行う第２架橋工程を第２架橋浴１７ｂで行う。図４を参照して、第
１架橋工程は、ニップロール５２，ガイドロール３７～４０及びニップロール５３ａによ
って構築されたフィルム搬送経路に沿って搬送させ、第１架橋浴１７ａ（架橋槽に収容さ
れた第１架橋液）に染色処理後のフィルムを所定時間浸漬し、次いで引き出すことによっ
て実施することができる。第２架橋工程は、ニップロール５３ａ，ガイドロール４１～４
４及びニップロール５３ｂによって構築されたフィルム搬送経路に沿って搬送させ、第２
架橋浴１７ｂ（架橋槽に収容された第２架橋液）に第１架橋工程後のフィルムを所定時間
浸漬し、次いで引き出すことによって実施することができる。以下、架橋浴という場合に
は第１架橋浴１７ａ及び第２架橋浴１７ｂいずれをも含み、架橋液という場合には第１架
橋液及び第２架橋液いずれをも含む。
【００７８】
　架橋液としては、架橋剤を溶媒に溶解した溶液を使用できる。架橋剤としては、例えば
、ホウ酸、ホウ砂等のホウ素化合物や、グリオキザール、グルタルアルデヒドなどが挙げ
られる。これらは一種類でも良いし、二種類以上を併用しても良い。溶媒としては、例え
ば水が使用できるが、さらに、水と相溶性のある有機溶媒を含んでも良い。架橋溶液にお
ける架橋剤の濃度は、これに限定されるものではないが、１～２０重量％の範囲にあるこ
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とが好ましく、６～１５重量％であることがより好ましい。
【００７９】
　架橋液としては、水１００重量部に対してホウ酸を例えば約１～１０重量部含有する水
溶液であることができる。架橋液は、染色処理で使用した二色性色素がヨウ素の場合、ホ
ウ酸に加えてヨウ化物を含有することが好ましく、その量は、水１００重量部に対して、
例えば１～３０重量部とすることができる。ヨウ化物としては、ヨウ化カリウム、ヨウ化
亜鉛等が挙げられる。また、ヨウ化物以外の化合物、例えば、塩化亜鉛、塩化コバルト、
塩化ジルコニウム、チオ硫酸ナトリウム、亜硫酸カリウム、硫酸ナトリウム等を共存させ
てもよい。
【００８０】
　架橋処理においては、その目的によって、ホウ酸及びヨウ化物の濃度、並びに架橋浴の
温度を適宜変更することができる。例えば、架橋処理の目的が架橋による耐水化である第
１架橋液の場合、濃度が重量比でホウ酸／ヨウ化物／水＝３～１０／１～２０／１００の
水溶液であることができる。必要に応じ、ホウ酸に代えて他の架橋剤を用いてもよく、ホ
ウ酸と他の架橋剤を併用してもよい。フィルムを浸漬するときの第１架橋浴１７ａの温度
は、通常５０～７０℃程度、好ましくは５３～６５℃であり、フィルムの浸漬時間は、通
常１０～６００秒程度、好ましくは２０～３００秒、より好ましくは２０～２００秒であ
る。また、膨潤処理前に予め延伸したポリビニルアルコール系樹脂フィルムに対して染色
処理及び第１架橋処理をこの順に施す場合、第１架橋浴１７ａの温度は、通常５０～８５
℃程度、好ましくは５５～８０℃である。
【００８１】
　色相調整を目的とする第２架橋液においては、例えば、二色性色素としてヨウ素を用い
た場合、濃度が重量比でホウ酸／ヨウ化物／水＝１～５／３～３０／１００を使用するこ
とができる。フィルムを浸漬するときの第２架橋浴１７ｂの温度は、通常１０～４５℃程
度であり、フィルムの浸漬時間は、通常１～３００秒程度、好ましくは２～１００秒であ
る。
【００８２】
　架橋処理は複数回行ってもよく、通常２～５回行われる。この場合、使用する各架橋浴
の組成及び温度は、上記の範囲内であれば同じであってもよく、異なっていてもよい。架
橋による耐水化のための架橋処理及び色相調整のための架橋処理は、それぞれ複数の工程
で行ってもよい。
【００８３】
　ニップロール５２とニップロール５３ａとの周速差を利用して第１架橋浴１７ａ中で一
軸延伸処理を施すこともできる。また、ニップロール５３ａとニップロール５３ｂとの周
速差を利用して第２架橋浴１７ｂ中で一軸延伸処理を施すこともできる。
【００８４】
　架橋処理においても、膨潤処理と同様にフィルムのシワを除きつつポリビニルアルコー
ル系樹脂フィルムを搬送するために、ガイドロール３８～４４にエキスパンダーロール、
スパイラルロール、クラウンロールのような拡幅機能を有するロールを用いたり、クロス
ガイダー、ベンドバー、テンタークリップのような他の拡幅装置を用いたりすることがで
きる。シワの発生を抑制するためのもう１つの手段は、膨潤処理と同様、延伸処理を施す
ことである。
【００８５】
　図４に示される例において、第２架橋浴１７ｂから引き出されたフィルムは、ガイドロ
ール４４、ニップロール５３ｂを順に通過して洗浄浴１９へ導入される。
【００８６】
　（洗浄工程）
　図４に示される例においては、架橋工程後の洗浄工程を含む。洗浄処理は、ポリビニル
アルコール系樹脂フィルムに付着した余分なホウ酸やヨウ素等の薬剤を除去する目的で行
われる。洗浄工程は、例えば、架橋処理したポリビニルアルコール系樹脂フィルムを洗浄
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浴１９に浸漬することによって行われる。なお、洗浄工程は、洗浄浴１９にフィルムを浸
漬させる工程に代えて、フィルムに対して洗浄液をシャワーとして噴霧することにより、
若しくは洗浄浴１９への浸漬と洗浄液の噴霧とを併用することによって行うこともできる
。
【００８７】
　図４には、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを洗浄浴１９に浸漬して洗浄処理を行
う場合の例を示している。洗浄処理における洗浄浴１９の温度は、通常２～７℃程度であ
り、フィルムの浸漬時間は、通常２～１２０秒程度である。
【００８８】
　なお、洗浄処理においても、シワを除きつつポリビニルアルコール系樹脂フィルムを搬
送する目的で、ガイドロール４５，４６，４７及び／又は４８にエキスパンダーロール、
スパイラルロール、クラウンロールのような拡幅機能を有するロールを用いたり、クロス
ガイダー、ベンドバー、テンタークリップのような他の拡幅装置を用いたりすることがで
きる。また、フィルム洗浄処理において、シワの発生を抑制するために延伸処理を施して
もよい。
【００８９】
　（延伸工程）
　上述のように原料フィルム１０は、上記一連の処理液接触工程の間（すなわち、いずれ
か１以上の処理液接触工程の前後及び／又はいずれか１以上の処理液接触工程中）に、湿
式又は乾式にて一軸延伸処理される。一軸延伸処理の具体的方法は、例えば、フィルム搬
送経路を構成する２つのニップロール（例えば、処理浴の前後に配置される２つのニップ
ロール）間に周速差をつけて縦一軸延伸を行うロール間延伸、特許第２７３１８１３号公
報に記載されるような熱ロール延伸、テンター延伸等であることができ、好ましくはロー
ル間延伸である。一軸延伸工程は、原料フィルム１０を原反ロール１１から巻き出してか
ら偏光フィルム２３を得るまでの間に複数回にわたって実施することができる。上述のよ
うに延伸処理は、フィルムのシワの発生の抑制にも有利である。
【００９０】
　原反ロール１１から巻き出した直後の原料フィルム１０を基準とする、偏光フィルム２
３の最終的な累積延伸倍率は通常、４．５～７倍程度であり、好ましくは５～６．５倍で
ある。延伸工程はいずれの処理液接触工程で行ってもよく、２以上の処理液接触工程で延
伸処理を行う場合においても延伸処理はいずれの処理液接触工程で行ってもよい。
【００９１】
　（偏光フィルム）
　本発明において偏光フィルムは、一軸延伸されたポリビニルアルコール系樹脂フィルム
に二色性色素（ヨウ素や二色性染料）が吸着配向しているものである。ポリビニルアルコ
ール系樹脂フィルムを構成するポリビニルアルコール系樹脂は通常、ポリ酢酸ビニル系樹
脂をケン化することにより得られる。そのケン化度は、通常約８５モル％以上、好ましく
は約９０モル％以上、より好ましくは約９９モル％以上である。ポリ酢酸ビニル系樹脂は
、例えば、酢酸ビニルの単独重合体であるポリ酢酸ビニルの他、酢酸ビニルとこれに共重
合可能な他の単量体との共重合体等であることができる。共重合可能な他の単量体として
は、例えば、不飽和カルボン酸類、オレフィン類、ビニルエーテル類、不飽和スルホン酸
類等を挙げることができる。ポリビニルアルコール系樹脂の重合度は、通常約１０００～
１００００、好ましくは約１５００～５０００程度である。
【００９２】
　これらのポリビニルアルコール系樹脂は変性されていてもよく、例えば、アルデヒド類
で変性されたポリビニルホルマール、ポリビニルアセタール、ポリビニルブチラール等も
使用し得る。
【００９３】
　本発明では、偏光フィルム製造の開始材料（原料フィルム１０）として、厚みが６５μ
ｍ以下（例えば６０μｍ以下）、好ましくは５０μｍ以下、より好ましくは３５μｍ以下



(15) JP 2019-59574 A 2019.4.18

10

20

30

40

50

、さらに好ましくは３０μｍ以下の未延伸のポリビニルアルコール系樹脂フィルム（原料
フィルム１０）を用いることができる。これにより市場要求が益々高まっている薄膜の偏
光フィルムを得ることができる。開始材料（原料フィルム１０）の幅は特に制限されず、
例えば７０～６０００ｍｍ程度であることができる。開始材料（原料フィルム１０）は、
例えば、上述のように、長尺の未延伸ポリビニルアルコール系樹脂フィルムのロール（原
反ロール）として用意される。
【００９４】
　また本発明で用いられるポリビニルアルコール系樹脂フィルムは、これを支持する基材
フィルムに積層されたものであってもよく、すなわち、当該ポリビニルアルコール系樹脂
フィルムは、基材フィルムとその上に積層されるポリビニルアルコール系樹脂フィルムと
の積層フィルムとして用意されてもよい。この場合、ポリビニルアルコール系樹脂フィル
ムは、例えば、基材フィルムの少なくとも一方の面にポリビニルアルコール系樹脂を含有
する塗工液を塗工した後、乾燥させることによって製造することができる。
【００９５】
　基材フィルムとしては、例えば、熱可塑性樹脂からなるフィルムを用いることができる
。具体例としては、透光性を有する熱可塑性樹脂、好ましくは光学的に透明な熱可塑性樹
脂で構成されるフィルムであり、例えば、鎖状ポリオレフィン系樹脂（ポリプロピレン系
樹脂等）、環状ポリオレフィン系樹脂（ノルボルネン系樹脂等）のようなポリオレフィン
系樹脂；トリアセチルセルロース、ジアセチルセルロースのようなセルロース系樹脂；ポ
リエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレートのようなポリエステル系樹脂；
ポリカーボネート系樹脂；メタクリル酸メチル系樹脂のような（メタ）アクリル系樹脂；
ポリスチレン系樹脂；ポリ塩化ビニル系樹脂；アクリロニトリル・ブタジエン・スチレン
系樹脂；アクリロニトリル・スチレン系樹脂；ポリ酢酸ビニル系樹脂；ポリ塩化ビニリデ
ン系樹脂；ポリアミド系樹脂；ポリアセタール系樹脂；変性ポリフェニレンエーテル系樹
脂；ポリスルホン系樹脂；ポリエーテルスルホン系樹脂；ポリアリレート系樹脂；ポリア
ミドイミド系樹脂；ポリイミド系樹脂等であることができる。
【実施例】
【００９６】
　以下、実施例を示して本発明をさらに具体的に説明するが、本発明はこれらの例によっ
て限定されるものではない。
【００９７】
　＜実施例１＞
　図１に示すフィルム搬送装置を用いて、フィルムを搬送した。搬送対象のフィルムとし
て、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを用いた。第１ロール７１及び第２ロール７２
として、それぞれ、直径３００ｍｍ、幅２０００ｍｍ、表面材質がＮＢＲであるロールを
用いた。第１駆動源より第１ロール７１に付与する回転力（Ｔ１）は一定の５１．５Ｎ・
ｍとし、Ｔ１に対する、第２駆動源より第２ロール７２に付与する回転力（Ｔ２）の割合
Ｐ（＝（Ｔ２／Ｔ１）×１００）を０～４．５％の範囲内で変動させて、第１ロール７１
と第２ロール７２の回転速度を測定器（接触式ディジタルハンディタコメータ　小野測器
社製）で測定した。なお、ニップロール７の下流側においてフィルムの張力が５７０Ｎと
なるようにフィルムの張力を調整した。
【００９８】
　図５は、実施例１における、第１ロール７１の回転速度（Ｖ１）の測定結果と、第２ロ
ール７２の回転速度（Ｖ２）の測定結果とをプロットした図である。図５には、第１ロー
ル７１に付与された回転力（Ｔ１）の値を併せて示す。Ｐが０％のとき、第１ロール７１
の回転速度（Ｖ１）は３０．０７４ｍ／ｍｉｎ、第２ロール７２の回転速度（Ｖ２）は２
９．９７４ｍ／ｍｉｎであった。また、Ｐが４．５％のとき（Ｔ２が２．３２Ｎ・ｍのと
き）、第１ロール７１の回転速度（Ｖ１）は３０．０５２ｍ／ｍｉｎ、第２ロール７２の
回転速度（Ｖ２）は３０．０４６ｍ／ｍｉｎであり、回転速度差割合Ｒ（［（Ｖ１－Ｖ２
）／Ｖ１］×１００）は０．０２％であった。
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　図５から、実施例１において、第２駆動源より第２ロール７２に、Ｔ１の４．５％の回
転力を付与することにより、回転速度割合Ｒを０．２％以下となるように制御することが
できたことがわかる。
【０１００】
　＜実施例２＞
　図１に示すフィルム搬送装置を用いて、フィルムを搬送した。搬送対象のフィルムとし
て、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを用いた。第１ロール７１及び第２ロール７２
として、それぞれ、直径４２０ｍｍ、幅２１００ｍｍ、表面材質がＮＢＲであるロールを
用いた。第１ロールの回転速度（Ｖ１）を測定器（ロータリーエンコーダー）で測定しな
がら、第１ロール７１の回転速度（Ｖ１）が２２．９２８ｍ／ｍｉｎとなるように第１駆
動源より第１ロール７１に回転力（Ｔ１）を付与するとともに、Ｔ１に対する、第２駆動
源より第２ロール７２に付与する回転力（Ｔ２）の割合Ｐ（＝（Ｔ２／Ｔ１）×１００）
を０～６０％の範囲内で変動させて、第２ロール７２の回転速度を上記の測定器で測定し
た。なお、ニップロール７の下流側においてフィルムの張力が１０００Ｎとなるようにフ
ィルムの張力を調整した。
【０１０１】
　図６は、実施例２における、第１ロール７１の回転速度（Ｖ１）の測定結果と、第２ロ
ール７２の回転速度（Ｖ２）の測定結果とをプロットした図である。図６には、第１ロー
ル７１に回転力（Ｔ１）と第２ロール７２の回転力（Ｔ２）を併せて示す。また、表１に
、実施例２におけるＶ１，Ｖ２，Ｔ１，Ｔ２の値を示す。これらの結果から、Ｐが６０％
のとき（Ｔ２が１４４Ｎ・ｍのとき）、回転速度差割合Ｒ（［（Ｖ１－Ｖ２）／Ｖ１］×
１００）は０．１９％であることがわかる。
【０１０２】
　図６及び表１から、実施例２において、第２駆動源より第２ロール７２に、Ｔ１の６０
％の回転力を付与することにより、回転速度割合Ｒを０．２％以下となるように制御する
ことができたことがわかる。
【０１０３】

【表１】

【符号の説明】
【０１０４】
　Ａ　搬送装置、１　フィルム、５　繰り出し装置、６　ガイドロール、７　ニップロー
ル、１０　原料フィルム、１１　原反ロール、１３　膨潤浴、１５　染色浴、１７ａ　第
１架橋浴、１７ｂ　第２架橋浴、３０～４８，６０，６１　ガイドロール、５０～５５　
ニップロール、７１　第１ロール、７２　第２ロール、７１ａ，７２ａ　接触領域、７１
ｂ，７２ｂ　搬送領域。
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